
 
 

資料４ 
生産施設面積率の緩和に関する検討事項（案） 

 
１．基本的な考え方 
生産施設面積規制については、平成１６年１月の工場立地法検討小委員会報告書にお

いて、「近年の各種環境規制体系の整備や公害防止技術の進展等を踏まえて、将来的に

はこの規制を根本的に見直して廃止することも含め、抜本的な検討が必要」と指摘され

ている。また、本年３月以降の本小委員会における審議を踏まえても、生産施設面積規

制については、基本的にその役割を終えたと考えられる。 
このため、本規制については将来的に撤廃の方向で検討を進めることが適当であるが、

少なくとも現行制度の下においても、適切な見直しを行うことが必要である。 
 
２．現行制度下での見直しについて 
（１）これまでの生産施設面積規制の見直しについて 
（イ）平成９年の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （注）２７業種について見直し 

①各業種における公害物質（ＳＯx、ＮＯx、ばいじん、ＣＯＤ、ＢＯＤ、Ｓ
Ｓ）を調査し、生産施設面積１単位当たりの公害物質の排出量について、

昭和４８年から平成７年の低減率（６種の平均低減率）を算出。（環境負荷

排出量低減率） 

②①の数値に基づき、業種に応じて定められている生産施設面積率について、

下記の要領で改訂。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業種区分の移動は１段階に限っており、第１種（１０％）→第３種（２０％）

といった２段階にわたる移動は行われていない。 

ａ：【第１種(１０％)→第２種(１５％)】 
環境負荷排出量低減率が０．６６以下の業種について、業種

区分を第１種業種と第２種に変更。 

ｂ：【第２種(１５％)→第３種(２０％)】 
環境負荷排出量低減率が０．７５以下の業種について、業種

区分を第２種から第３種に変更。 

ｃ：【第３種(２０％)→第４種(３０％)】 
ａと同様。 

ｄ：【第４種(３０％)→第５種(４０％)】 
ｂと同様。 
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（ロ）平成１６年の見直し 
 
 
 
 
 （注）２４業種について見直し。 
 
（２）現行制度下での見直しの考え方（案） 

過去２回の見直しと同様に、平成１４年から平成１８年の環境負荷排出量低減率に  

応じた見直しを行うことが適当。また、過去２回の見直しにおいては、業種区分の見

直しは１段階に限るという運用を行っているが、環境負荷排出量低減率の実態を踏ま

え、適切な区分とすることが適切である。  
 
 （注）具体例 
 
 
 
 
 
 
 

①石油精製業：１０％→１５％（Ｈ９）、１５％→２０％（Ｈ１６） 
   低減率：０．４３（Ｓ４８→Ｈ７）、０．６４（Ｈ７→Ｈ１４） 
   計算式：１÷０．４３÷０．６４＝３．６３３７… 
       １０％×３．６＝３６％ 
   結論：２０％ではなく３０％が適当な面積率と考えられる。 

平成９年見直しと同様に、平成７年から平成１４年の環境負荷排出量低減

率を調査。平成９年の調査時に環境負荷排出量低減率の算出を行っていない

業種については、昭和４８年から平成１４年の間の低減率を算出。 

②パルプ製造業：１５％→２０％（Ｈ９）、２０％→３０％（Ｈ１６） 
   低減率：０．１５（Ｓ４８→Ｈ７）、０．７４（Ｈ７→Ｈ１４） 
   計算式：１÷０．１５÷０．７４＝９．００９０… 
       １５％×９．０＝１３５％ 
   結論：４０％以上が適当な面積率と考えられる。 

③セメント製造業：１５％→１５％（Ｈ９※緩和せず）、 
１５％→２０％（Ｈ１６） 

   低減率：０．６２（Ｓ４８→Ｈ７）、０．５７（Ｈ７→Ｈ１４） 
   計算式：１÷０．６２÷０．５７＝２．８２９６… 
       １５％×２．８＝４２％ 
   結論：４０％が適当な面積率と考えられる。 

④電気供給業：１５％→１５％（Ｈ９※緩和せず）、 
１５％→２０％（Ｈ１６） 

   低減率：０．４９（Ｓ４８→Ｈ７）、０．６９（Ｈ７→Ｈ１４） 
   計算式：１÷０．４９÷０．６９＝２．９５７７… 
       １５％×３＝４５％ 
   結論：４０％が適当な面積率と考えられる。 
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